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中国製冷凍ギョーザへの薬物中毒事件をきっかけに，「食の安全」に対する関心が高まっ

ている．そして，見えてきたものは，輸入食品の検査率は10%, 90%は無検査という
事態．食糧自給率は39％に下がり，60％以上を輸入食料に依存している．

食品表示には，「賞味・消費期限」はあっても，製造年月日がない．加工食品の原産地表

示は， 20品目に限定されている等の問題である．表示規制で大切な役割を果たす「農林

水産消費安全技術センター」の独立行政法人化は，正しかったのか？「消費者庁」のよう

な消費者行政の一本化は必要だが，かつてあった消費生活センターを一斉に引き上げ，弱
体化させられたままでは，単なる機構いじりに終わってしまう危険性がある．最も重要な
ことは，日本の食綱自給率向上を国の責任で行うことである．

日本の有機農業は，「食の安全」と「土の健康回復」を追求する運動として発展してきた．

無化学肥料・無農薬の栽培技術体系と生産者・消費者の提携が大きな特徴である．近年の

有機農業推進法の制定，環境省の第三次生物多様性国家戦略と農林水産省の生物多様性国

家戦略における具体策の一つとして，持続可能な農法の一つとして注目を集めている．

日本の生産者と消費者が一緒になって「食の安全」を確保しようとする運動は「TEIKFI

提携」という国際語になっている．あるシンポジウムに参加した海外の研究者は，藤沢の

食生活研究会のことを知っていた．これはすごいことで藤沢市民として誇りである．

「地産地消」について消費者・農協・藤沢市とも提携した「地元農業を考える会」の取

り組みなど先進的な取り組みがある．そして，地産地消の新しいビジネスモデルを創り出

しつつある．学校給食では，できるだけ地場野菜や米（アイガモ米や新米）を青果市場を

通して購入してきた．現在では，湘南ブランド20品目, 200t (総量700t)にまで

取扱量が増えている．そして，保育園・病院にまで拡がりを見せつつある．

更に，安心で，美味しい，「旬の」地場産有機農産物を利用するようにしてはどうか、

コストがかかる有機農産物の生産は，給食等の利用によって下支えをすることで促進す

る．しかも，安全で美味な食材を提供出来れば，食育教育上も良い効果を生む．学校給食

は，食の教科書である．藤沢市をモデルに始まった愛媛県今治市では， 1日当たりの食べ

残しが従来の10分の1になった学校もあると聞く．

「旬の野菜」の美味しさを味わい，地域から子ども達も参加し，日本の農業を守り，発

展させ，食糧自給率の向上に結びつけるうねりを期待したい．（宮地俊作）
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